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○当社は、東日本大震災以降、停止中の原子力プラントの再稼動時期が見通せない中、最大限の

供給力確保に取り組んでまいりましたが、その結果、火力燃料費につきましては、震災前の平成

２２年度と比較して、原価算定期間である平成２５年度から２７年度の３カ年平均で､ ５，６８９億

円増加すると見込んでいるなど、火力燃料費等の負担が大幅に増加しております。

○当社はこれまで、徹底した経営効率化と内部留保の取り崩しにより、燃料費等のコスト増を可能な

限り吸収してまいりましたが、現時点におきましても、大飯発電所３、４号機以外の原子力プラント

の再稼動が見込めないことから、平成２４年度の通期の業績は４，２００億円程度と過去最大の赤

字となる見込みです。

○こうした非常に厳しい経営状況のもと、現行の電気料金水準では、大幅な費用の増加をまかなう

ことは極めて困難な状況であり、このたび、さらなる徹底した経営効率化を前提とした上で、苦渋

の決断としまして、電気料金の値上げをお願いさせていただく次第です。

○お客さまには誠にご迷惑をお掛けすることとなりますことを深くお詫び申しあげるとともに、何卒、

電気料金の値上げにつきましてご理解賜りますよう、心よりお願い申しあげます。
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• 「一般電気事業供給約款料金審査要領」（以下「審査要領」）の規定に則り、料金原価の算定期間を平成25～27年度

の3年間といたしました。

• 原価については、徹底した効率化実施により1,553億円削減するものの、原子力発電所の再稼動の遅れにより、火力

燃料費等の負担が大幅に増加したため、総額で2兆6,786億円となります。一方で、当該期間に現行料金を継続した場

合の収入見込みは、2兆3,145億円となっております。

• この結果、収入不足額は年平均3,641億円となり、お客さまには大変ご迷惑をおかけし、誠に申し訳ございませんが、

平成25年4月1日から、規制分野については11.88％の値上げを申請、自由化分野については19.23％の値上げをお願い

させていただく次第です。

• 「一般電気事業供給約款料金審査要領」（以下「審査要領」）の規定に則り、料金原価の算定期間を平成25～27年度

の3年間といたしました。

• 原価については、徹底した効率化実施により1,553億円削減するものの、原子力発電所の再稼動の遅れにより、火力

燃料費等の負担が大幅に増加したため、総額で2兆6,786億円となります。一方で、当該期間に現行料金を継続した場

合の収入見込みは、2兆3,145億円となっております。

• この結果、収入不足額は年平均3,641億円となり、お客さまには大変ご迷惑をおかけし、誠に申し訳ございませんが、

平成25年4月1日から、規制分野については11.88％の値上げを申請、自由化分野については19.23％の値上げをお願い

させていただく次第です。

１．電気料金の値上げ申請の概要

※現行の料金による収入は、現行の料金を

継続した場合の収入（消費税等相当額

は含みません）

原価と「現行の料金による収入」の比較（H25～H27年度平均）

28,339

26,786

23,145

（18.52円/kWh） （16.00円/kWh）

※接続供給に伴う託送収益を除きます

※四捨五入の関係で、合計等が一致しな
いことがあります（以降のページも同様）

効率化による原価抑制： 1,553 収入不足額： 3,641

※販売電力量は自家消費分を除いております

販売電力量：1,446億kWh

燃料費
購入電力料

減価償却費

事業報酬

修繕費

人件費

その他
（公租公課+諸経費

+控除収益）
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• 平成25～27年度の小売対象原価は、前回改定（平成20年度）と比較して、原子力発電所の再稼動の遅れにより、火力

燃料費等の負担が大幅に増加した結果、効率化として1,553億円を原価に反映するものの、2,844億円の増加となりま

す。

• 平成25～27年度の小売対象原価は、前回改定（平成20年度）と比較して、原子力発電所の再稼動の遅れにより、火力

燃料費等の負担が大幅に増加した結果、効率化として1,553億円を原価に反映するものの、2,844億円の増加となりま

す。

２．原価算定の概要（前回改定時との比較）

今回－前回原価改定比較（全体）

23,942

26,786 コスト増： 4,397
効率化： 1,553

対前回改定： 2,844

燃料費
購入電力料

減価償却費

事業報酬

修繕費

人件費

その他
（公租公課+諸経費

+控除収益）

＜今回＞ ＜前回＞

▲350805455原子力バックエンド費用

40▲169▲129接続供給託送収益②

2,84423,94226,786小売対象原価③＝①+②

▲90224,04723,145改 定 前 収 入 ④

上 記 以 外

一 般 負 担 金

委 託 費

4143,2223,636そ の 他 経 費

2461,0181,264

3150315

▲1482,2042,057

▲263463201核 燃 料 費

4,4364,6859,120火 力 燃 料 費

3,747

2,804

227

▲23

▲1,034

▲36

▲144

▲179

15

4,173

▲439

Ｃ＝A－B

差 引

▲105

24,111

▲667

1,785

4,303

1,396

3,108

4,504

2,639

5,148

2,373

前回
（H20）
Ｂ

3,641差引過不足 ⑤=③-④

2,654修 繕 費

9,321燃 料 費

1,934人 件 費

4,325資 本 費

1,360事 業 報 酬

2,965減 価 償 却 費

1,761公 租 公 課

3,269購 入 電 力 料

総 原 価 ①

控 除 収 益

26,915

▲441

今回
（H25～H27）

Ａ

※4,397億円のコスト増を効率化（1,553億円）により2,844億円に圧縮。

18.52円/kWh
1,446億 kWh

16.07円/kWh
1,490億 kWh

（億円）

（億円）
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• 販売電力量は、節電影響等による減少を見込んで想定しております。（前回差43億kWh減）

• 供給力は、大飯発電所3・4号機に加え、高浜3・4号機の再稼働を織込むものの、大幅な原子力発電電力量の減少にと

もない、前回に比べ、火力発電電力量が増加しております。

• 販売電力量は、節電影響等による減少を見込んで想定しております。（前回差43億kWh減）

• 供給力は、大飯発電所3・4号機に加え、高浜3・4号機の再稼働を織込むものの、大幅な原子力発電電力量の減少にと

もない、前回に比べ、火力発電電力量が増加しております。

２．原価算定の概要（原価算定における前提諸元と発受電電力量の概要）

（人） 32321,73722,060経費対象人員

（％）

（％）

（円／ﾄﾞﾙ）

（＄/ﾊﾞﾚﾙ）

（億kWh） ▲431,4901,446販売電力量※

▲0.13.02.9事業報酬率

▲28.1107.078.9為替レート※

12.993.0105.9原油価格※

▲42.977.434.5原子力利用率

Ｃ＝A－B

差 引前回
（H20）
Ｂ

今回
（H25～H27）

Ａ

※販売電力量は、自家消費分を除いております。
※原油価格・為替レートは、申請時期の直近3ヶ月の貿易統計価格（平成

24年7月～平成24年9月までの平均値）を参照 しております。
※原子力利用率は、高浜3,4号機の平成25年7月以降の再稼動を織込ん
だ数値です。
※事業報酬率については、「一般電気事業供給約款料金算定規則」等に
基づき算定しております。

発受電電力量比較（全体）

＜今回＞ ＜前回＞

◆原価算定の前提諸元

ＬＮＧ

原子力

水力・新エネ

地帯間・他社

（億kWh）

石油

石炭

火
力

859

440

揚水動力
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• 当社は、平成24年4月に「効率化推進部会」を設置し、聖域を設けず徹底した経営効率化に取組んでおります。

• 今回の電気料金原価算定にあたっては、平成25～27年度の3年間平均で1,553億円のコスト削減を反映し、値上げ幅を

最大限抑制しております。

• 当社は、平成24年4月に「効率化推進部会」を設置し、聖域を設けず徹底した経営効率化に取組んでおります。

• 今回の電気料金原価算定にあたっては、平成25～27年度の3年間平均で1,553億円のコスト削減を反映し、値上げ幅を

最大限抑制しております。

２．原価算定の概要（原価に織込んだ経営効率化の内訳）

（億円）◆H25～27年度におけるコスト削減額

1,632

381

310

64

535

341

Ｈ26

1,253

366

243

53

253

338

Ｈ25

1,775

361

309

82

669

354

Ｈ27

・給料手当の削減
・採用抑制による人員削減
・厚生施設の削減等による厚生費の削減 等

345人件費

・姫路第二発電所のコンバインドサイクル化による燃料費削減
・他社電源、自家発等の固定費用削減
・卸電力取引所から安価な電力購入を行うことによる燃料費削減 等

486
燃料費・

購入電力料

・競争的発注方法の拡大、仕様見直し及び業務内容の見直しによる発注価格の削減
・スマートメーターの単価低減 等

287修繕費

1,553合計

・寄付金、諸会費、団体費等の削減
・営業活動に係る費用や広告費等の広報活動費用の削減
・研究内容の厳選 等

370諸経費等

・競争的発注方法の拡大、仕様見直し及び業務内容の見直しによる発注価格の削減等66
設備投資

関連費用

主な内容
3ヶ年

平均
費用



6

• 役員給与や給料手当、および厚生費の引下げ等により、人件費総額において、前回改定よりも439億円削減しており

ます。

• 役員給与や給料手当、および厚生費の引下げ等により、人件費総額において、前回改定よりも439億円削減しており

ます。

３．原価の内訳（人件費）

(億円)

・数理計算上の差異の発生による減▲39227188退職給与金

▲35192157基準外賃金

・社員年収をメルクマール水準（664万円）まで引下げ▲1651,123958基準賃金

323人

▲439

5

▲14

▲17

▲4

▲27

▲32

2

▲55

▲83

▲338

▲2

Ｃ＝A－B

差 引

21,737人

2,373

17

19

49

61

245

307

▲30

▲84

541

1,772

10

前回
（H20）
Ｂ

・定期採用抑制（H24実:602名、H25予:561名、H26予：390名、H27予:390名）22,060人経費対象人員

▲28給料手当振替額

・出向者にかかる会社負担分を一部自主カット▲139控除口

458諸給与金

1,434給 料 手 当

・役員給与を一部カット8役 員 給 与

275厚 生 費

・保養所の全廃等を反映57一般厚生費

・健康保険料の会社負担割合を56％に引下げ218法定厚生費

・委託集金人の減少を反映5委託集金費

・委託検針人の減少を反映32委託検針費

人件費 計

雑 給

1,934

・定年退職後の再雇用者の増加を反映22

備考
今回

（H25～H27）
Ａ

（※）有識者会議で報告されたメルクマール
「賃金構造基本統計調査」における常用労働者1,000人以上の企業平均を
基本に、ガス事業、鉄道事業等類似の公益企業の平均値とも比較
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• １人あたり給料手当〔基準賃金＋基準外賃金(超過労働給与を除く）＋諸給与金＝664万円/人・年〕は、「審査要領」

に基づき、「賃金構造基本統計調査」における常用労働者1,000人以上の企業平均値および公益企業の水準も加味し、

「同種同等比較の原則」に則って補正をした結果、適正な水準に抑制しているものと考えております。

• １人あたり給料手当〔基準賃金＋基準外賃金(超過労働給与を除く）＋諸給与金＝664万円/人・年〕は、「審査要領」

に基づき、「賃金構造基本統計調査」における常用労働者1,000人以上の企業平均値および公益企業の水準も加味し、

「同種同等比較の原則」に則って補正をした結果、適正な水準に抑制しているものと考えております。

【参考】 人件費の水準比較

＜人事院の「官民給与の比較方法の在り方に関する研究会報告書」（H18.7）＞
「異なる集団間での給与の比較を行う場合には、それぞれの集団における給与の単純平均を比較することは適当では
なく、一般的と考えられる給与決定要素の条件を合わせて、同種・同等の者同士を比較すべき。」

１人あたり給料手当 （出典：厚生労働省 H24賃金構造基本統計調査）

大企業
平均①

水道 鉄道 航空 ガス

当社
申請

公益企業
平均②

ﾒﾙｸﾏｰﾙ
①＋②
平均

（万円）

通信

実線グラフは、同種同等比較の原則による補正後
［大 企 業］ 正社員+年齢・勤続年数+地域補正
［公益企業］ 年齢・勤続年数+地域補正

※点線グラフは、同種同等比較の原則による補正前
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• 原子力発電所の低稼働（原子力利用率：前回77.4％⇒今回34.5％）に伴う火力発電電力量が増加したこと等により、

燃料費は前回改定に比べ大幅な増加となります。購入・販売電力料については、他電力からの受電電力量の減少に伴

い、減少しております。

• 原子力発電所の低稼働（原子力利用率：前回77.4％⇒今回34.5％）に伴う火力発電電力量が増加したこと等により、

燃料費は前回改定に比べ大幅な増加となります。購入・販売電力料については、他電力からの受電電力量の減少に伴

い、減少しております。

３．原価の内訳（燃料費、購入・販売電力料）

(億円，億kWh，円 / kWh)

3.09464,1734.151,2425,1487.241,2879,321合 計

000000000新 エ ネ

▲ 0.02▲ 367▲ 2630.706634630.68296201原 子 力

▲ 0.28511794.19702953.91121474石炭系

0.032382,46010.282732,80810.315115,268ガス系

▲ 1.451301,79616.35971,58314.902273,379石油系

▲ 0.024194,43610.644404,68510.628599,120火 力

0▲ 700139001330水 力

燃料費

電力量電力量電力量
単価

発受電
金額単価

発受電
金額単価

発受電
金額

差 引 Ｃ＝Ａ－Ｂ前回（H20） Ｂ今回（H25～H27） Ａ

（燃料費）

（購入・販売電力料）

16.75▲ 87▲ 6589.029585525.778196購入－販売

5.32▲ 14▲ 14110.241414715.56α6地帯間販売

16.07▲ 101▲ 7999.181091,00225.258203地帯間購入

地帯間

0.11▲ 20▲ 16910.073093,11610.182902,947購入－販売

2.01▲9▲ 669.561918611.5710120他社販売

0.18▲29▲ 23510.043293,30210.223003,067他社購入

他社

0.75▲ 107▲ 8279.824043,97010.572973,143購入・販売電力料計



9

• 修繕費については、火力発電所の定期点検の増加やスマートメーター導入等の増加要因はあるものの、発注価格の

削減の織り込みや工事内容精査などにより、前回改定並みまで抑制しております。

• また、「審査要領」においてメルクマールとして設定された過去の修繕比率を下回っていることからも、適正な水

準となっていると考えております。

• なお、スマートメーターの導入による新規増加要因を除けば、前回改定に比べ減少しております。

• 修繕費については、火力発電所の定期点検の増加やスマートメーター導入等の増加要因はあるものの、発注価格の

削減の織り込みや工事内容精査などにより、前回改定並みまで抑制しております。

• また、「審査要領」においてメルクマールとして設定された過去の修繕比率を下回っていることからも、適正な水

準となっていると考えております。

• なお、スマートメーターの導入による新規増加要因を除けば、前回改定に比べ減少しております。

３．原価の内訳（修繕費）

α－α新 エ ネ

▲317961644原子力

201392592火 力

▲12140128変 電

15

▲50

78

35

113

31

50

Ｃ＝A－B

差 引

2,639

85

538

289

827

116

118

前回
（H20）
Ｂ

2,654合 計

147送 電

169水 力

940配 電

616取替修繕費

324一般修繕費

35業 務

今回
（H25～H27）

Ａ

(億円)

◆メルクマールとの比較 (億円)

2,654平均修繕費（Ａ）

143,175平均帳簿原価（Ｂ）

1.85％比率（Ａ）／（Ｂ）

今回

2,782

140,307

1.98％

直近3ヵ年※

※直近３ヵ年はＨ21～Ｈ23年実績の平均

・火力定期点検の増加等による増 ： 201億円
・スマートメーター導入等による増 ： 113億円

・発注価格の削減織込み ： 182億円
・スマートメーターの単価低減 ： 68億円
・工事内容の見直し ： 38億円

◆前回料金原価と比べた主な増加要因

◆経営効率化計画に基づき,
今回料金原価に織込んだ効率化方策
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• 姫路第二発電所のコンバインドサイクル発電方式への設備更新や、原子力の安全性向上対策等の増加要因はあるもの

の、償却進行や経営効率化による設備投資削減の影響などにより、前回改定に比べ144億円減少しております。

• なお、長期計画停止火力（宮津発電所、多奈川第二発電所）に係る減価償却費は全額カットしております。

• 姫路第二発電所のコンバインドサイクル発電方式への設備更新や、原子力の安全性向上対策等の増加要因はあるもの

の、償却進行や経営効率化による設備投資削減の影響などにより、前回改定に比べ144億円減少しております。

• なお、長期計画停止火力（宮津発電所、多奈川第二発電所）に係る減価償却費は全額カットしております。

３．原価の内訳（減価償却費）

3－3新 エ ネ

14494508原子力

119548667火 力

▲23370347変 電

▲144

▲12

▲83

▲117

▲45

Ｃ＝A－B

差 引

3,108

189

421

854

231

前回
（H20）
Ｂ

2,965合 計

738送 電

186水 力

339配 電

177業 務

今回
（H25～H27）

Ａ

(億円)

※コンバインドサイクル発電方式への設備更新工事

◆電源の運転開始時期

26年12月0.51水力出し平（仮称）

27年6月486.5ＬＮＧ姫路第二６号※

26年4月486.5ＬＮＧ姫路第二３号※

26年9月486.5ＬＮＧ姫路第二４号※

27年2月486.5ＬＮＧ姫路第二５号※

25年11月0.5太陽光若狭おおい（仮称）

25年12月486.5ＬＮＧ姫路第二２号※

25年10月486.5ＬＮＧ姫路第二１号※

0.5

出力

（ＭＷ）

26年度太陽光若狭高浜（仮称）

使用開始種類発電所名
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• 電気を安全・安定的にお届けするためには、事業運営に必要な資金を円滑に調達する必要がありますが、この資金調

達コストに相当する「事業報酬」については、「一般電気事業供給約款料金算定規則」により、適正な事業資産価値

（レートベース）に事業報酬率を乗じて算定しております。

• 事業報酬率が2.9％に低下したことなどから、事業報酬は前回改定に比べ36億円減少しております。

• なお、長期計画停止火力（宮津発電所、多奈川第二発電所）はレートベースから全額カットしております。

• 電気を安全・安定的にお届けするためには、事業運営に必要な資金を円滑に調達する必要がありますが、この資金調

達コストに相当する「事業報酬」については、「一般電気事業供給約款料金算定規則」により、適正な事業資産価値

（レートベース）に事業報酬率を乗じて算定しております。

• 事業報酬率が2.9％に低下したことなどから、事業報酬は前回改定に比べ36億円減少しております。

• なお、長期計画停止火力（宮津発電所、多奈川第二発電所）はレートベースから全額カットしております。

３．原価の内訳（事業報酬）

③＝①×②

②

①

▲0.1％3.0％2.9％事業報酬率

1,0752,7663,841計

2,320▲2,3200原価変動調整積立金・別途積立金

37046,52946,899合 計

6116551,266貯蔵品（燃料・その他）

営業資本

小計

繰延資産

運
転
資
本

特定投資

核燃料資産

建設中資産

特定固定資産

1,360

46,899

0

2,576

1,146

5,152

1,466

35,293

今回
（H25～H27）

Ａ

事業報酬

レ

ー

ト

ベ

ー

ス
00

▲3,66938,962

846301

4642,112

▲5251,992

3244,828

▲1,95048,849

▲36

Ｃ＝A－B

差 引

1,396

前回
（H20）
Ｂ

(億円)



12【参考】 設備投資額の推移

◆設備投資額の推移

C=A-B

1313,1803,311以上 計

▲450838388原子燃料

▲1901,7081,518流通 計

3211,4721,793電源 計

5305961,126原子力

▲349787438火 力

87355442変 電

▲319

▲250

2

▲29

140

差 引

4,018

495

324

534

89

前回
（H20）
Ｂ

3,699合 計

505送 電

229水 力

326配 電

245業 務

今回
（H25～H27）

Ａ

※水力には新エネルギーを含みます。
※流通計には業務を含みます。

◆設備投資額の内訳

129

253
576

582 801

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

3,202

3,610

3,191
3,513 3,548 3,679

3,869

（億円）

※H21～H23は実績値、H24～H27は計画値。
※附帯事業に係る設備投資は含みません。

震災を踏まえた
原子力発電所の
さらなる安全性
向上対策

H25～H27平均： 3,699

• 電源設備に係る投資額は、東日本大震災を踏まえた原子力発電所のさらなる安全性向上対策（津波・浸水対策、電源

の確保、免震棟設置など）の影響等により、前回改定に比べて321億円増加しております。

• 流通設備（送電、変電、配電）に係る投資額は、送変電設備の高経年化に対応した改良工事（鉄塔建替、変圧器取替

等）の増加を見込んでいる一方、需要増加に対応した設備の新増設工事が減少することなどにより、前回と概ね同水

準に抑制しております。

• 設備投資総額では、原子燃料投資の減少や、発注価格削減による効率化の織り込みなどにより、3,699億円と、前回

に比べて319億円減少しております。

• 電源設備に係る投資額は、東日本大震災を踏まえた原子力発電所のさらなる安全性向上対策（津波・浸水対策、電源

の確保、免震棟設置など）の影響等により、前回改定に比べて321億円増加しております。

• 流通設備（送電、変電、配電）に係る投資額は、送変電設備の高経年化に対応した改良工事（鉄塔建替、変圧器取替

等）の増加を見込んでいる一方、需要増加に対応した設備の新増設工事が減少することなどにより、前回と概ね同水

準に抑制しております。

• 設備投資総額では、原子燃料投資の減少や、発注価格削減による効率化の織り込みなどにより、3,699億円と、前回

に比べて319億円減少しております。

(億円)
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• 公租公課は、法人税法、地方税法及びその他税に関する法律の定めるところにより、販売電力量・原子力発電所稼動

状況等の前提計画をもとに算定した結果、前回改定に比べ23億円減少しております。

• 公租公課は、法人税法、地方税法及びその他税に関する法律の定めるところにより、販売電力量・原子力発電所稼動

状況等の前提計画をもとに算定した結果、前回改定に比べ23億円減少しております。

３．原価の内訳（公租公課）

000自動車諸税

04444水利使用料

033事業所税

▲11312都市計画税

102不動産諸税

課税対象である販売電力量の減▲23582559電源開発促進税

福井県核燃料税条例の改正等による増215575核燃料税

032市町村民税 ・府県民税

▲23

▲43

37

0

20

▲14

Ｃ＝A－B

差 引

1,782

258

278

11

85

538

前回
（H20）
Ｂ

1,761合 計

11印紙税その他

106雑 税

償却進行等による課税標準の減524固定資産税

法人税率の引き下げ等による減214法人税等

総原価の増315事業税

備考
今回

（H25～H27）
Ａ

(億円)
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• 原子力バックエンド費用（使用済燃料再処理等費、特定放射性廃棄物処分費、原子力発電施設解体費）は、原子力発

電所の稼動率が大幅に低下（原子力利用率：前回77.4％⇒今回34.5％）することなどから、前回改定に比べ350億円

減少しております。

• 原子力バックエンド費用（使用済燃料再処理等費、特定放射性廃棄物処分費、原子力発電施設解体費）は、原子力発

電所の稼動率が大幅に低下（原子力利用率：前回77.4％⇒今回34.5％）することなどから、前回改定に比べ350億円

減少しております。

３．原価の内訳（原子力バックエンド費用）

平成11年末迄の発電対応分

当期発電対応分

▲11017060特定放射性廃棄物処分費

原子力利用率の減（前回77.4％⇒今回34.5％）▲508535

平成25年度拠出終了による減▲608525

原子力利用率の減（前回77.4％⇒今回34.5％）▲146275129使用済燃料再処理等発電費

▲350

▲94

0

▲146

Ｃ＝A－B

差 引

805

153

207

483

前回
（H20）
Ｂ

455合 計

207使用済燃料再処理等既発電費

337使用済燃料再処理等費

今回
（H25～H27）

Ａ

原子力利用率の減（前回77.4％⇒今回34.5％）58原子力発電施設解体費

備考

(億円)



15３．原価の内訳（その他経費・控除収益）

95229324固定資産除却費

41721損害保険料

315ー315原子力損害賠償支援機構一般負担金

▲13722689普及開発関係費

▲12019養成費

▲39152112研究費

▲127415287諸費

▲41718677賃借料

▲15049補償費

0107107消耗品費

178事業者間精算費

414

▲4

246

▲23

127

Ｃ＝A－B

差 引

3,222

17

1,018

162

85

前回
（H20）
Ｂ

3,636合 計

139託送料

212廃棄物処理費

1,264委託費

13その他

今回
（H25～H27）

Ａ

32▲32ー遅収加算

4▲5▲α預金利息

▲18▲270▲288電気事業雑収益

9▲17▲7事業者間精算収益

20

▲7

Ｃ＝A－B

差 引

▲334

▲10

前回
（H20）
Ｂ

▲314合 計

▲18託送収益

今回
（H25～H27）

Ａ

(億円) (億円)

• 寄付金等の削減や、広報活動費用の削減、研究内容の厳選等に加え、競争的発注方法の拡大等による発注価格の削減

など効率化を料金原価に織り込むことにより、普及開発関係費、研究費、諸費などは減少しておりますが、原賠機構

一般負担金や委託費が増加したことから、その他経費については前回改定から増加しております。

• 寄付金等の削減や、広報活動費用の削減、研究内容の厳選等に加え、競争的発注方法の拡大等による発注価格の削減

など効率化を料金原価に織り込むことにより、普及開発関係費、研究費、諸費などは減少しておりますが、原賠機構

一般負担金や委託費が増加したことから、その他経費については前回改定から増加しております。

※控除収益は地帯間・他社販売電力料を除きます。

・舞鶴発電所運開等による廃棄物処理費の増 ： 127億円
・バックフィット制度対応等による委託費の増 ： 246億円
・原賠機構一般負担金を平成２３年度より計上 ： 315億円

◆その他経費 ◆控除収益※

・発注価格の削減による委託費の削減 ： 105億円
・普及開発関係費（営業・広報活動等の費用）の削減 ： 113億円
・諸費（寄付金、諸会費等）の削減 ： 39億円

◆前回料金原価と比べた主な増加要因

◆経営効率化計画に基づき、
今回料金原価に織込んだ効率化方策
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• 内容精査に加え、 「電気料金制度・運用の見直しに係る有識者会議報告書」における指摘を踏まえ、イメージ広告

や全電化関連業務、販売のＰＲ館運営費を全額カットしております。

• 寄付金、諸会費については全額原価に織り込んでおりません。また、事業団体費については、５団体のみを原価に

算入しております。

• 研究費については、電中研分担金も含めて研究件名を個別に精査し、電力の安定供給という観点から費用の優先度を

考慮し研究件名を厳選しております。

• 内容精査に加え、 「電気料金制度・運用の見直しに係る有識者会議報告書」における指摘を踏まえ、イメージ広告

や全電化関連業務、販売のＰＲ館運営費を全額カットしております。

• 寄付金、諸会費については全額原価に織り込んでおりません。また、事業団体費については、５団体のみを原価に

算入しております。

• 研究費については、電中研分担金も含めて研究件名を個別に精査し、電力の安定供給という観点から費用の優先度を

考慮し研究件名を厳選しております。

【参考】 普及開発関係費・諸費・研究費

(億円)

その他

５団体

全額カット▲36360寄付金

諸
費

全額カット▲770諸会費

海外電力調査会(2)、海外再処理委員会(2)、原子力安全推
進協会(6)、電力系統利用協議会(1)、世界原子力発電事業
者協会(0.3) ※( )内は今回の織込み額

4711
事業団体費

電事連を含む団体費を全額カット▲550

研究内容を精査のうえ算入
▲3610569自社研究研

究
費 ▲44743電中研分担金

全額カット▲32320①イメージ広告

普
及
開
発
関
係
費

全額カット▲1041040②オール電化関連費用

全額カット▲880③ＰＲ館（販売関連）

省エネ推進およびピーク電力の抑制を目的としたＰＲ、

コンサルティング など
224870

④電気料金・電気の安全に係る周知、
省エネ関連活動、公益的情報提供

発電所立地の理解促進に資するＰＲ館の運営など▲163519⑤発電所立地に係る理解促進活動

▲13722689合 計

Ｃ＝A－B

差 引
備考

前回
（H20）
Ｂ

今回
（H25～H27）

Ａ



４．原価および収入（規制分野）

• 原価算定期間に見込まれる規制分野の原価額を算定した結果、現行の料金による収入では、徹底した経営効率化

を反映しても年平均1,309億円の不足となります。そのため、お客さまには大変ご迷惑をおかけし、誠に申し訳ご

ざいませんが、規制分野平均で2.43円/kWh(11.88%)の値上げ申請を行うことといたしました。

• 原価算定期間に見込まれる規制分野の原価額を算定した結果、現行の料金による収入では、徹底した経営効率化

を反映しても年平均1,309億円の不足となります。そのため、お客さまには大変ご迷惑をおかけし、誠に申し訳ご

ざいませんが、規制分野平均で2.43円/kWh(11.88%)の値上げ申請を行うことといたしました。

原価と改定前収入の比較（規制分野・H25～H27年度平均）

2 , 7 3 4

4 , 8 8 2

1 , 0 7 3

1 , 5 2 0

6 8 6

1 , 4 2 9

0

5,000

10,000

15,000

原価 現行の料金による収入

（億円）
原価と「現行の料金による収入」の比較（規制分野・平成25～27年度平均）
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※現行の料金による収入は、現行の料金を
継続した場合の収入（消費税等相当額
は含みません）

12,324 11,015

（22.93円/kWh） （20.50円/kWh）

燃料費
購入電力料

減価償却費

事業報酬

修繕費

人件費

その他
（公租公課+諸経費

+控除収益）

収入不足額： 1,309

※販売電力量は自家消費分を除いております

販売電力量：537億kWh



４．原価および収入（自由化分野）

• 原価算定期間に見込まれる自由化分野の原価額を算定した結果、現行の料金による収入では、徹底した経営効率

化を反映しても年平均2,333億円の不足となります。そのため、お客さまには大変ご迷惑をおかけし、誠に申し訳

ございませんが、自由化分野平均で2.57円/kWh(19.23%)の値上げをお願い申し上げます。

• 原価算定期間に見込まれる自由化分野の原価額を算定した結果、現行の料金による収入では、徹底した経営効率

化を反映しても年平均2,333億円の不足となります。そのため、お客さまには大変ご迷惑をおかけし、誠に申し訳

ございませんが、自由化分野平均で2.57円/kWh(19.23%)の値上げをお願い申し上げます。
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原価と改定前収入の比較（規制分野・H25～H27年度平均）

2,549

7,708

861

1,135

674

1,536

0

5,000

10,000

15,000

原価 現行の料金による収入

（億円）

※現行の料金による収入は、現行の料金を
継続した場合の収入（消費税等相当額
は含みません）

販売電力量：909億kWh

14,463
12,130

（15.91円/kWh） （13.34円/kWh）

燃料費
購入電力料

減価償却費

事業報酬

修繕費

人件費

その他
（公租公課+諸経費

+控除収益）

※接続供給に伴う託送収益を除きます

収入不足額： 2,333

※販売電力量は自家消費分を除いております

原価と「現行の料金による収入」の比較（自由化分野・平成25～27年度平均）



５．規制分野の料金（お客さまのご負担軽減につながる取組み〔従量電灯〕）

• 従量電灯においては、電気のご使用量に応じて、料金単価に格差を設けた３段階料金制度を導入しております。

• 電気料金の値上げにあたりましては、お客さまへの影響を緩和するため、毎日の暮らしに必要不可欠な電気

ご使用量に相当する第１段階料金については、値上げ幅を小さくしております。

• また、省エネルギー推進という観点から、第３段階料金については、値上げ幅を大きくしております。

• 従量電灯においては、電気のご使用量に応じて、料金単価に格差を設けた３段階料金制度を導入しております。

• 電気料金の値上げにあたりましては、お客さまへの影響を緩和するため、毎日の暮らしに必要不可欠な電気

ご使用量に相当する第１段階料金については、値上げ幅を小さくしております。

• また、省エネルギー推進という観点から、第３段階料金については、値上げ幅を大きくしております。
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３段階料金制度（従量電灯Ａの場合）

※現行単価には、平成24年7～9月の平均燃料価格による燃料費調整単価を含みます。
※現行単価および申請単価には、消費税等相当額を含みます。

120kWh 300kWh

１９．３８円
２４．５４円

２５．８８円

（単価）

第1段階料金 第2段階料金 第3段階料金

＋１．２１円

＋２．５４円

＋４．７４円

２０．５９円

２７．０８円

３０．６２円

値上げ幅を抑制

〔現行単価〕

〔申請単価〕

※実際の値上げ実施日･料金等は、経済産業大臣の認可を受けて決定されます。

15kWh



ご使用量ごとの比較

１２．８５％１，５４７円１２，０３５円１３，５８２円５００kWh

１３．８０％２，０２１円１４，６５０円１６，６７１円６００kWh

１１．３９％１，０７３円９，４２０円１０，４９３円４００kWh

８．８０％５９９円６，８０５円７，４０４円
３００kWh

（標準的なご家庭）

７．９８％３４５円４，３２４円４，６６９円２００kWh

６．０１％１１７円１，９４６円２，０６３円１００kWh

値上げ率
値上げ額

（月額）

現行料金

（月額）

申請料金

（月額）

ご使用量

（１ヶ月あたり）

※現行料金および申請料金には、再生可能エネルギー発電促進賦課金と太陽光発電促進付加金を含み、口座振替割引を適用しています。
※現行料金には、平成24年7～9月の平均燃料価格による燃料費調整単価にもとづく燃料費調整額を含みます。
※現行料金および申請料金には、消費税等相当額を含みます。

５．規制分野の料金（従量電灯Ａにおける値上げ影響）

• ご家庭等で最も多くご契約いただいている従量電灯Ａにおける、ご使用量ごとの値上げ影響は、以下のとおりです。• ご家庭等で最も多くご契約いただいている従量電灯Ａにおける、ご使用量ごとの値上げ影響は、以下のとおりです。

※実際の値上げ実施日･料金等は、経済産業大臣の認可を受けて決定されます。
※実施日以降、実際にお支払いいただく電気料金は、燃料費調整額、再生可能エネルギー発電促進賦課金および太陽光発電促進付加金により変動する場合があります。

20



はぴeタイム（季節別時間帯別電灯）

※はぴeタイムは、平成24年11月26日に申請した電気供給約款の認可内容に応じて料金やその他変更内容を見直し、国に届け出る予定です。

０時 ７時 23時 24時

ナイト
タイム

ナイト
タイム

10時 17時

デイタイム

リビング
タイム

デイタイム

※デイタイムは平日（月～金曜日）にのみ設定。休日扱い日（土日祝日等）は7時～23時はリビングタイムとなります。
※夏季は7月1日～9月30日、その他季は10月1日～翌年の6月30日です。
※現行単価には、平成24年7～9月の平均燃料価格による燃料費調整単価を含みます。
※現行単価および届出予定単価には、消費税等相当額を含みます。

（円/kWh）

２５．３１２１．９７リビングタイム

３６．０８３１．０５夏季
デイタイム

３２．８０２８．３５その他季

１１．０９８．５２ナイトタイム

届出予定単価現行単価電力量料金

５．規制分野の料金（お客さま選択肢拡大につながる取組み〔はぴeタイム〕）

【「はぴeタイム」のご加入条件の一部変更について】
より多くのお客さまに「はぴｅタイム」をお選びいただけるよう、ご加入条件の一部を変更（｢夜間蓄熱式機器等の保
有｣を廃止）いたします。

【「はぴｅプラン（全電化住宅割引）」の新規加入の停止について】
平成２７年４月１日以降は、新規にご加入いただくことはできません。（平成２７年３月３１日までに当社との需給契
約が成立した場合はご加入いただけます。）
※平成２７年３月３１日時点で、「はぴeプラン」にご加入いただいているお客さまにつきましては、平成２７年４月１日
以降もご転宅等電気のご契約内容に変更がない場合は、引き続き、これまでと同様の割引をいたします。

リビング
タイム

（単価）

• ご使用になる季節や時間帯によって電力量料金単価が異なり、割安な時間帯に電気のご使用を移行していただく
等、電気の効率的な使用により、電気料金の削減につなげていただくことができるメニューです。

• 今回、より多くのお客さまにはぴeタイムを選んでいただくために、ご加入条件等の見直しを行いました。

• ご使用になる季節や時間帯によって電力量料金単価が異なり、割安な時間帯に電気のご使用を移行していただく
等、電気の効率的な使用により、電気料金の削減につなげていただくことができるメニューです。

• 今回、より多くのお客さまにはぴeタイムを選んでいただくために、ご加入条件等の見直しを行いました。

• 給湯、キッチン、冷暖房等すべての熱源を電気にし、「はぴｅプラン（全電化住宅割引）」にご加入いただいているお客さまは、
はぴeタイムの基本料金および電力量料金（燃料費調整額を除く）の合計を１０％（割引上限額は１ヶ月につき３，１５０円）
割引いたします。
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夜間時間
夜間
時間

0時 7時

※現行単価には、平成24年7～9月の平均燃料価格による燃料費調整単価を含みます。

23時 24時 0時 7時

※ピーク時間は夏季平日（7月1日～9月30日）に設定。

23時 24時

昼間時間

（円/kWh） （円/kWh）

夜間時間
夜間
時間

オフピーク

時間

オフピーク

時間

ピーク

時間

13時 16時

※現行単価および届出予定単価には、消費税等相当額を含みます。

３２．４０２８．２７230kWh超過

１１．０９８．５２夜間時間

２８．６２２６．７４90kWhをこえ230kWhまで

２１．８１２０．９５最初の90kWhまで
オフピーク
時間

５７．２５５３．１５ピーク時間

届出予定単価現行単価電力量料金

３３．５０２９．１６230kWh超過

１１．０９８．５２夜間時間

２９．５９２７．５８90kWhをこえ230kWhまで

２２．５４２１．６０最初の90kWhまで

昼間時間

届出予定単価現行単価電力量料金

【参考】主な選択約款（時間帯別電灯、季時別電灯ＰＳ）

（単価）（単価）

時間帯別電灯 季時別電灯ＰＳ

• ご使用になる季節や時間帯によって電力量料金単価が異なり、割安な時間帯に電気のご使用を移行していただく
等、電気の効率的な使用により、電気料金の削減につなげていただけるメニューです。

• ご使用になる季節や時間帯によって電力量料金単価が異なり、割安な時間帯に電気のご使用を移行していただく
等、電気の効率的な使用により、電気料金の削減につなげていただけるメニューです。

※選択約款は、平成24年11月26日に申請した電気供給約款の認可内容に応じて料金やその他変更内容を見直し、国に届け出る予定です。
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１９．３６％４２，８４０円２２１，２２７円２６４，０６７円１２,０００kWh

１０．７６％１，５２１円１４，１４２円１５，６６３円５３０kWh
低圧電力

（契約電力：８kW）

低圧総合利用契約

１３．２７％１，０９８円８，２７６円９，３７４円４８０kWh
季時別電灯ＰＳ

（契約容量：１０kVA）

１７．１１％１，８９８円１１，０９４円１２，９９２円６７０kWh
はぴeタイム

（契約容量：１０kVA）

１２．５４％１，０９５円８，７３５円９，８３０円４８０kWh
時間帯別電灯

（契約容量：１０kVA）

１７．１６％５，４２２円３１，５９１円３７，０１３円１,３２０kWh
従量電灯Ｂ

（契約容量：１１kVA）

８．８０％５９９円６，８０５円７，４０４円３００kWh従量電灯Ａ

値上げ率値上げ額現行料金
申請料金

（届出予定料金）
１ヶ月の使用量

※現行料金および申請料金には、再生可能エネルギー発電促進賦課金と太陽光発電促進付加金を含み、口座振替割引（低圧電力は除きます）を適用しています。
※現行料金には、平成24年7～9月の平均燃料価格による燃料費調整単価にもとづく燃料費調整額を含みます。
※現行料金および申請料金には、消費税等相当額を含みます。

【参考】主なご契約メニューの値上げ影響

※実際の値上げ実施日･料金等は、経済産業大臣の認可を受けて決定されます。
※実施日以降、実際にお支払いいただく電気料金は、燃料費調整額、再生可能エネルギー発電促進賦課金および太陽光発電促進付加金により変動する場合があります。

※現行料金および申請料金のはぴeタイム、低圧総合利用契約および低圧電力には、「その他季」の電力量料金単価を適用しています。
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６．自由化分野の料金（値上げのお願いについて）

※現行の電力量料金単価には、平成24年7月～9月の平均燃料価格による燃料費調整単価を含みます。
※単価には、消費税等相当額を含みます。
※特別高圧と高圧の単価差は、送電ロスの差によるものです。
※値上げ後の電力量料金単価は、燃料費調整により変動する場合があります。
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• 自由化分野のお客さまにつきましては、平成25年4月1日からの値上げをお願い申し上げます。ただし、平成25年4

月1日が現行のご契約期間の途中である場合には、お客さまにご確認の上、ご契約期間満了までは現在のご契約内

容を継続させていただきます。

• 値上げ後の単価につきましては、現行の電力量料金単価に以下の加算単価を一律に上乗せしたものといたします。

なお、基本料金単価は変更いたしません。

• また、規制分野の料金が国の審査により変更となった場合は、規制分野の料金で認可された原価にもとづいて自

由化分野の料金についても見直しをさせていただく予定です。

• 自由化分野のお客さまにつきましては、平成25年4月1日からの値上げをお願い申し上げます。ただし、平成25年4

月1日が現行のご契約期間の途中である場合には、お客さまにご確認の上、ご契約期間満了までは現在のご契約内

容を継続させていただきます。

• 値上げ後の単価につきましては、現行の電力量料金単価に以下の加算単価を一律に上乗せしたものといたします。

なお、基本料金単価は変更いたしません。

• また、規制分野の料金が国の審査により変更となった場合は、規制分野の料金で認可された原価にもとづいて自

由化分野の料金についても見直しをさせていただく予定です。

２円７２銭／kWh高 圧

２円６８銭／kWh特別高圧

値上げ後の単価内訳

燃料費調整単価

加算単価

現行の
電力量料金単価
（円/kWh）

値上げ後の
電力量料金単価
（円/kWh）



６．自由化分野の料金（値上げ影響額の例）

• 自由化分野のお客さまの値上げ影響額は以下のとおりです。• 自由化分野のお客さまの値上げ影響額は以下のとおりです。

○高圧電力ＡＬ（商業施設、事務所ビル等のお客さま）

契約電力 ：820ｋＷ

月間使用量：230,000kWh の場合

○高圧電力ＢＬ（工場等のお客さま）

契約電力 ：900ｋＷ

月間使用量：270,000kWh の場合

○高圧電力ＡＳ（スーパー、事務所ビル等のお客さま）

契約電力 ：100ｋＷ

月間使用量：16,500kWh の場合

○高圧電力ＢＳ（工場等のお客さま）

契約電力 ：110ｋＷ

月間使用量：26,400kWh の場合

※電力量料金単価は「その他季」、力率は100％で算定しています。
※値上げ前のご請求金額には、平成24年7～9月の平均燃料価格による燃料費調整単価にもとづく燃料費調整額を含みます。
※ご請求金額には、消費税等相当額、 再生可能エネルギー発電促進賦課金および太陽光発電促進付加金を含みます。

高圧で契約電力が５００ｋＷ以上のお客さま

高圧で契約電力が５００ｋＷ未満のお客さま

※実施日以降、実際にお支払いいただく電気料金は、燃料費調整額、再生可能エネルギー発電促進賦課金および太陽光発電促進付加金により変動する場合があります。
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約448万円約385万円

値上げ後値上げ前

1ヶ月あたりのご請求金額

16．2％約63万円

値上げ率値上げ額

約493万円約420万円

値上げ後値上げ前

1ヶ月あたりのご請求金額

17．5％約73万円

値上げ率値上げ額

約38.0万円約33.5万円

値上げ後値上げ前

1ヶ月あたりのご請求金額

13．4％約4.5万円

値上げ率値上げ額

約51.5万円約44.3万円

値上げ後値上げ前

1ヶ月あたりのご請求金額

16．2％約7.2万円

値上げ率値上げ額



延滞利息

検針日 検針日の翌日から
２０日目

•お客さまが料金を早収期限日（検針日の翌日から２０日
目）までにお支払いいただく場合は早収料金を、早収期
限日を経過してお支払いいただく場合は、早収料金に一
律３％を加算した遅収料金をいただく制度です。

※規制分野のお客さまは、お支払期限日の翌日から１０日目
までにお支払いいただいた場合は、延滞利息をいただきま
せん。

７．その他の変更（お客さまからのご意見、ご要望にお応えする取組み）

早収料金

•お客さまが料金をお支払期限日（検針日の翌日から３０
日目）を経過してお支払いいただいた場合に、その経過
日数に応じて年利１０％（１日あたり約０.０３％）の率
で算定した延滞利息をいただく制度です。

• お客さまからのご意見、ご要望にお応えして、これまでの「早遅収料金制度」を廃止し、「延滞利息制度」を導

入することといたしました。

• お客さまからのご意見、ご要望にお応えして、これまでの「早遅収料金制度」を廃止し、「延滞利息制度」を導

入することといたしました。

早収期限日

△ △

遅収料金

早収料金×３％

検針日

△

検針日の翌日から
３０日目

△

お支払期限日

現行：早遅収料金制度 変更後：延滞利息制度
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• ご家庭を含む規制分野のお客さまにつきましては、当社ホームページ上でのお知らせの他、検針時におけるチラシ

の配布等を通じて、値上げ申請に至った背景、経営効率化の取組み等について、幅広くお知らせしてまいります。

• また、お客さま訪問時等、あらゆる機会を通じて丁寧にご説明してまいります。

• さらに、各種団体の皆さまへの積極的なご説明に努めてまいります。

• ご家庭を含む規制分野のお客さまにつきましては、当社ホームページ上でのお知らせの他、検針時におけるチラシ

の配布等を通じて、値上げ申請に至った背景、経営効率化の取組み等について、幅広くお知らせしてまいります。

• また、お客さま訪問時等、あらゆる機会を通じて丁寧にご説明してまいります。

• さらに、各種団体の皆さまへの積極的なご説明に努めてまいります。

○値上げ申請に関するご意見・ご質問等の専用窓口（電気料金お問い合わせ専用ダイ

ヤル）を設置し、お問い合わせへの丁寧な対応に努めてまいります。
お問い合わせへの対応お問い合わせへの対応

○消費者団体さまをはじめとした各種団体さまに対し、ご訪問等を通じて、丁寧な
ご説明を実施してまいります。各種団体各種団体さまさま

○検針時の配布チラシや検針票裏面等を活用し、より幅広くお知らせしてまいります。

○当社ホームページ上で詳細かつタイムリーな情報提供を行うとともに、お客さま

ご自身の値上げ影響額を試算いただけるサイトを設置いたします。

○パンフレット等のツールを活用し、あらゆる機会を通じて丁寧なご説明に努めてま

いります。

ご家庭などのご家庭などの

お客さまお客さま

８．お客さまへのご説明について（規制分野） 27



• 自由化分野のすべてのお客さまにつきまして、値上げに至った背景、経営効率化の取組み等を丁寧にご説明して
まいります。

• また、各種団体の皆さまへの積極的なご説明に努めてまいります。

• 自由化分野のすべてのお客さまにつきまして、値上げに至った背景、経営効率化の取組み等を丁寧にご説明して
まいります。

• また、各種団体の皆さまへの積極的なご説明に努めてまいります。

○値上げに関するご意見・ご質問等の専用窓口（高圧のお客さま専用ダイヤル）を
設置し、お問い合わせへの丁寧な対応に努めてまいります。お問い合わせへの対応お問い合わせへの対応

○自治体さま・企業を統括する団体さまをはじめとした各種団体さまに対し、ご訪
問等を通じて、丁寧なご説明を実施してまいります。

各種団体各種団体さまさま

○１２月上旬に、値上げのお願いについての文書を郵送にてお届けの上、当社から
お電話等により、文書の到着確認および内容のご説明を実施してまいります。

契約電力契約電力500500kWkW未満の未満の
お客さまお客さま

○１１月２６日の値上げ発表以降、速やかにすべてのお客さまを訪問の上、ご説明
を実施し、ご契約の協議を進めてまいります。

契約電力契約電力500500kWkW以上の以上の
お客さまお客さま

８．お客さまへのご説明について（自由化分野） 28



• 当社ホームページ等を活用し、電気を効率よくお使いいただくための節電・省エネの方法等、お客さまへの

お役立ち情報をご紹介してまいります。

• 当社ホームページ等を活用し、電気を効率よくお使いいただくための節電・省エネの方法等、お客さまへの

お役立ち情報をご紹介してまいります。

８．お客さまへのご説明について（省エネ・節約に役立つ情報のご紹介）

○ご家庭のお客さまに、ご契約メニューの変更によるメリット額（目安）を簡易に

ご確認いただけるよう、当社ホームページに試算サイトを設置いたします。

ご契約メニューの変更ご契約メニューの変更

シミュレーションのご紹介シミュレーションのご紹介

○お客さまの省エネ・節約に役立つサービスとして、インターネットを活用したご

使用量の見える化サービスを積極的にご紹介してまいります。

ご使用量の見える化ご使用量の見える化

サービスのご紹介サービスのご紹介

○当社ホームページにおいて、具体的な節電・省エネの方法をご紹介しております。

【ご家庭のお客さま向け】

・省エネ方法を、機器ごとにご紹介しております。

・また、お客さまが取り組まれる省エネ行動を選択いただくことで、

節約できる金額（目安）をご確認いただけます。

【法人のお客さま向け】

・業種別、季節別での節電ポイントをわかり易くご紹介しております。

節電・省エネ方法のご紹介節電・省エネ方法のご紹介

：今すぐできる！節電ポイント集

：ご家庭の省エネ方法
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【参考】お役立ちツールおよびお問い合わせ窓口のご案内

□電気料金の値上げに関するお問い合わせ

【電気料金お問い合わせ専用ダイヤル】

ご家庭等（低圧）のお客さま ０１２０－９８４－３１５

法人（高圧）のお客さま ０１２０－９２６－３３０

【関西電力ホームページ】

●パソコンサイト http://www.kepco.co.jp

●携帯サイト http://kanden.jp

□はぴeライフnavi

【受付時間】平日（月～金）９：００～１７：００ ※土日祝、１２月３１日～１月３日を除く

□ご契約メニュー変更シミュレーション
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